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１　基礎情報 平成30年8月1日現在

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

　　 常勤役員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

　　 常勤職員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

非常勤職員数 人

公益財団法人　東京都交響楽団

昭和40年2月1日

・昭和４０年２月　都の全額出捐により財団法人東京都交響楽団設立
・平成１１年３月　特定公益増進法人の認定を取得
・平成１７年５月　契約楽員制度導入
・平成１８年４月　教育庁から生活文化局へ所管移管
・平成２３年４月　公益財団法人へ移行
・平成２７年２月　楽団創立５０周年

22,951

団体名

設立年月日

設立後の主な沿革

基本財産

所在地

所管局 生活文化局

東京都台東区上野公園5-45（東京文化会館内）

※団体の統合前に都が出資（出捐）
した分も含む

運用収入等繰入

その他資産 該当なし

等

15,800

6,151

自主繰入

都出資（出捐）額

都出資（出捐）比率 4.4

他の出資（出捐）
団体及び額

1,000

その他　　　　　　　　団体

事業概要

　①　公開演奏事業（定期演奏会、プロムナードコンサート等）
　②　青少年のための演奏事業（音楽鑑賞教室等）
　③　①・②以外の音楽芸術普及事業（室内楽、アウトリーチ等）
　④　その他楽団の運営目的を達成するために必要な事業

118

団体の使命
・交響楽を通じて都民の情操を豊かにするとともに、音楽芸術の普及向上を図り、
首都の文化発展に寄与すること。

役職員数

1 1 0

2 0

7

１．経営情報 



主要事業全体像
（平成29年度決算）

(単位：千円)

構成割合経常費用構成割合経常収益区　　分

事業全体

音楽芸術普及事業（公益目的事業）

1,735,821 100% 1,671,355 100%

1,608,821 96.3%

836 0.1%1,174 0.1%その他事業

58,761 3.4% 61,698 3.7%法人会計

1,675,886 96.5%

事業費 
1,609,657 

96% 

管理費 
61,698 

4% 

平成29年度 決算情報 

事業収益 

583,550 
34% 都補助金 

1,023,000 
59% 

その他受取補助金  

103,580 
6% 

受取寄付金 

25,650 
1% 

その他 

41 
0% 

【経常収益内訳 （単位：千円）】 

合計 

1,735,821 

【経常費用内訳 （単位：千円）】 

合計 

1,671,355 

基本財産運用益 5 0%
特定資産運用益 25 0%
受取負担金 0 0%
雑収益 11 0%

計 41 0%

その他の項目

人件費 

972,700 
61% 

出演者報酬 
298,623 

19% 

委託費 

88,122 
6% 

賃借料 

87,034 
5% その他 

163,178 
10% 

【事業費内訳 （単位：千円）】 

人件費 

38,125 
62% 

委託費 

8,117 
13% 

その他 

15,456 
25% 

【管理費内訳 （単位：千円）】 

合計 

1,609,657 

合計 

61,698 

※ 長期借入金なし 

※計数処理の関係で合計が合わない場合があります。 



２　平成２５年度以降の事業実施状況

≪「経常収益額」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２－１　経常収益額から見る事業動向

２－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

・過去５か年の経常収益は、約１７～１８億円で推移
・主に自主公演のチケット販売による入場料収入や、他団
体からの依頼による公演出演料収入のほか、都からの補
助金・文化庁からの助成金等による
・以下のとおり海外公演を実施した年度は収益額が増加
・平成２５年度は、チェコ・スロバキアからの依頼公演（３公
演）への出演料として約１１百万円を収入
・平成２７年度は、都響５０周年記念事業としてヨーロッパ
（５か国６都市）公演を実施し、各団体からの依頼公演（３
公演）への出演料として約１８百万円、自主公演（３公演）
のチケット販売により約１１百万円を収入

　　※都退職者職員数はゼロ

・都財政受入額は、平成２６年度まで１０．５億円、平成２７
年度から、都派遣職員の人件費の直接支給に伴い、１０．
２３億円で推移

・「経常収益額に占める都財政受入額割合」は、入場料収
益及び演奏事業収益の変動により、６０％前後で推移

・委託料は主にクラシック音楽に触れる機会の少ない島
しょ地域に鑑賞の場を提供する、「島しょ芸術文化振興事
業」の受託分

２－３　職員数の推移から見る経営状況　

・過去5年間の職員数は、約１１０名～１３０名で推移

・楽員（演奏者）が約９５人、事務局職員が約３５人

・平成２７年度に常勤嘱託職員数が１名から９名に増加し
たのは、主に契約職員を定数化することで、事務局機能
の強化を図ったため

・今後とも、東京２０２０大会を見据えた事業の実施に向
け、演奏体制の強化及び事務局機能の強化を図っていく
ことが必要

・都退職者の職員数はゼロ

・都派遣職員は経営企画部ゼネラル・マネージャー及び
経営企画部総務・経理チームマネージャーの２人。主に
都派は楽団業務の要となる組織・人事、予算・決算等、都
との綿密な連絡、楽員組合（ユニオン）との交渉を担うポス
トに配置

1,050  1,050  1,023  1,023  1,023  

5  5  5  6  4  9  9  10  

59.3% 
62.3% 

58.4% 
60.5% 59.2% 

0

200
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800

1,000

1,200

1,400

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29

その他 
委託料 

補助金 
経常収益額に占める都財政受入額割合 

1,029 1,027 

1,795 1,707 1,778 1,699 1,736 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29

【経常収益額 （単位：百万円）】 

【都財政受入額 （単位：百万円）】 

2 2 2 2 2 

103 107 109 108 104 

1 9 8 9 7 
7 

7 9 10 

1.8% 
1.7% 

1.6% 1.6% 1.6% 

0

40

80

120

160

200

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29

非常勤職員 

常勤嘱託職員 

固有職員 

都派遣職員 

職員数に占める都派遣職員の割合 

【職員構成 （単位：人）】 

112 117 127 127 

1,064 1,064 1,038 

125 



３　主要事業分野に関する分析

（１／１）

事業
分野

事業
概要

　①　公開演奏事業
　　　 自主公演（定期演奏会、プロムナードコンサート、特別演奏会）、共催・提携公演、依頼公演
　②　青少年のための演奏
　　　 音楽鑑賞教室、マエストロ・ビジット、音楽アーティスト交流教室
　③　その他の事業
　　　 小規模演奏会等

各指標に基づく分析

事業
収益

音楽芸術普及事業

事業
費用

再委
託費

職員
構成

・事業収益に占める都財政割合は約６割となっている。 
・都財政受入額を除く事業収益は、主に自主公演のチケッ
ト販売による入場料収入や、他団体からの依頼による公
演出演料収入による 
・平成２５年度は、チェコ・スロバキアからの依頼公演（３公
演）への出演料として約１１百万円を収入 
・平成２７年度は、都響５０周年記念事業としてヨーロッパ
（５か国６都市）公演を実施し、各団体からの依頼公演（３
公演）への出演料として約１８百万円、自主公演（３公演）
のチケット販売により約１１百万円を収入 

・事業費用のうち約６割が楽員等の人件費。人件費につ

いては、ほぼ同額で推移 

 

・過去５年の「その他経費」は約５億～７億円で推移 
 

・主に海外公演を実施した以下の年度は、渡航費・宿泊

費・楽器運搬費などの「その他経費」が増加 

 ① 平成２５年度：チェコ・スロバキア公演 

   （約６９百万円） 

 ② 平成２７年度：ヨーロッパ（５か国６都市）公演 

   （約２１３百万円） 

該当なし 

・雇用形態別には、固有職員が大部分を占めている。 

 

・固有職員のうち約９５名が楽員（演奏者） 
 

・それ以外の固有職員は、演奏会の企画や現場のステー

ジ運営などを担う専門知識と経験を有するスタッフをはじ

め、楽団内の連絡調整・広報営業などを担う事務局職員 
 

・常勤嘱託職員は、固有職員とともに協賛金獲得や演奏

運営等を担っており、欠かすことのできない戦力として活

躍 

9 9 10 0 0 
5 5 5 6 4 

971 
964 

967 
968 

964 

729 640 737 668 707 

57.5% 
60.4% 

57.1% 59.3% 57.8% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

500,000

1,000, 000

1,500, 000

2,000, 000

2,500, 000

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29

その他 委託料 

補助金 都財政受入額以外 

収益に占める都財政割合 

【事業における収益 （単位：百万円）】 

959 992 998 973 973 

117 95 163 81 88 

662 
539 

747 
470 548 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000, 000

1,200, 000

1,400, 000

1,600, 000

1,800, 000

2,000, 000

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29

人件費 外注費 その他 

1,609 

【事業における費用 （単位：百万円）】 

101  105  107  106  101  

1  5  4  6  7  
7  7  9  10  
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固有職員 常勤嘱託職員 非常勤職員 

【職員構成 （単位：人）】 

108 113 
119 119 

1,713 
1,618 

1,719 1,642 

1,737 
1,625 

1,908 

1,524 
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1,676 



その他補足資料等

〇音楽の質を確保するための取組
　
　・楽員（演奏者）については、優秀な人材のモチベーションを維持・向上させるという観点から、年俸制度及び能力・業績評価制度
を導入している。また、継続的にオーディションを実施することにより、優秀な楽員の獲得を図っている。

　・また、現在都響では、より魅力的な音楽性を引き出し、演奏水準の向上を図るため、国際的な活躍を続けてきた大野和士音楽
監督のもと、日本のオーケストラ界から多大な信頼を寄せられている小泉和裕を終身名誉指揮者に、巨匠エリアフ・インバルを桂冠
指揮者にすえ、さらに、平成３０年度からニューヨーク・フィル音楽監督として活躍したアラン・ギルバートを首席客演指揮者に迎える
など、充実した指揮者体制を構築している。その他の客演指揮者についても国際レベルの指揮者を招聘している。

事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

 

・公演回数や入場者総数により変動はあるものの、約２億

５千万円程度の入場料収入を確保 
 

・より多くの聴衆が演奏会に足を運びやすくなるよう、チ

ケット料金は幅広い価格帯を設定 
 

・楽団の更なる経営基盤の安定には、事業収益の基礎と

なる入場料収入を増加させることが課題 
 
 

・クラシックコンサートでは、事前購入者の一割相当が
何らかの理由により、来場しない状況にあるなか、演奏

会ＰＲのための動画配信や、広報活動、インターネットに

よるチケット販売開始（Ｈ26～）の結果、ここ２年間の自主

公演の年間入場率は85％台で推移 

・Ｈ28年度からは、休日及び平日の昼に開催する定期演

奏会Ｃシリーズを新たに設置（平均入場率86.4%）。様々な

ライフスタイルを持った聴衆に対して都響の演奏を提供 

・公演プログラムにおいて、スタンダードな曲目から日本

初演となる現代音楽に取組むなど、質の高い音楽芸術を

普及することができた。 

 

 

・東京都の交響楽団として、被災地支援事業や多摩・島

しょ地域での出張演奏、楽器指導を通じて、東京都の事

業と連携した小規模演奏会をはじめ、普段演奏会に足を

運ぶことのできない病院や福祉施設にて演奏会を実施。

多くの方々に都響の音楽を提供 
 

・平成２２年度は３３回の実施回数であったが、平成２３年

３月に発生した東日本大震災以降、「被災地支援事業」関

連の演奏を実施するとともに、島しょ・病院などにおける公

演も拡大 

80.0% 78.6% 

85.8% 85.4% 
83.3% 

60.0%
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80.0%
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【自主公演の年間入場者率】 
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【自主公演の年間入場料収入（単位：千円）】 
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【社会貢献に資するための演奏回数（単位：回）】 

・公演回数や入場者総数により変動はあるものの、これま

で約２億５千万円程度の入場料収入を確保 

 

・平成２９年度はＨＰやＳＮＳにおける公演情報の発信強

化等の取組や適正なチケット価格の設定などにより、これ

まで以上の入場料収入を確保 
 

・より多くの聴衆が演奏会に足を運びやすくなるよう、チ

ケット料金は幅広い価格帯を設定 
 

・楽団の更なる経営基盤の安定には、事業収益の基礎と

なる入場料収入の確保に努めることが必要 
 

・クラシックコンサートでは、事前購入者の一割相当が
何らかの理由により、来場しない状況にあるなか、演奏

会ＰＲのための動画配信や、広報活動、インターネットに

よるチケット販売開始（Ｈ２６～）の結果、ここ３年間の自主

公演の年間入場者率は平均で約８５％ 

・Ｈ２８年度からは、休日及び平日の昼に開催する定期演

奏会Ｃシリーズを新たに設置（平均入場者率８４％）。様々

なライフスタイルを持った聴衆に対して都響の演奏を提供 

・公演プログラムにおいて、スタンダードな曲目から日本

初演となる現代音楽に取組むなど、質の高い音楽芸術を

普及することができた。 

 

・東京都の交響楽団として、被災地支援事業や多摩・島

しょ地域での出張演奏、楽器指導を通じて、東京都の事

業と連携した小規模演奏会をはじめ、普段演奏会に足を

運ぶことのできない病院や福祉施設にて演奏会を実施。

多くの方々に都響の音楽を提供 

 

・年間でオーケストラ公演約１３０回の本番及び１公演あた

り１～３日のリハーサルがある中、出張演奏スケジュール

を効率的に設定して、積極的な訪問を行い、平成２９年度

には７０回の演奏会を実施 
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【社会貢献に資するための演奏回数（単位：回）】 



 

 

【ＳＷＯＴ分析】 

 
機会（ニーズの増加・役割の増大） 脅威（ニーズの減少・役割の縮小） 

外
部
環
境 

○社会変化 

・３年後に東京 2020 競技大会開催を控え、演奏機会

を獲得することが必要 

・ライフ・ワーク・バランスの推進、プレミアムフ

ライデーの実施などにより、仕事帰りや余暇の鑑賞

機会が増加 

 

〇顧客ニーズ 

・外国人観光客の増加 

・聴衆の多様なニーズに合わせて、多様な演目・多

様な対応が必要（週末夜のコンサートから平日・休

日のマチネ公演へ） 

・コンサートのチケットレスサービスなど、来場者

の利便性向上に向けた対応が必要 

・インターネット社会に対応したＰＲ（動画配信な

ど）を強化し、知名度向上と来場者増加に結び付け

ていくことが必要 

〇社会経済 

・東京 2020 競技大会後の景気後退の可能性 

・景気後退によるスポンサーからの協賛金や、寄付金等の減少

を見据え、更なる獲得に向けた取組等、自主財源の確保が課題 

・定期会員を中心としたチケット収入は、景気や経済情勢の影

響を受けやすい 

 

〇社会変化 

・クラシックファンが高齢化しており、次世代を担う若年層が

減少傾向にある中、若手ファン獲得に向けた事業展開が必要 

 

〇顧客ニーズ 

・少子化に伴う学校の統廃合などにより、音楽鑑賞教室の実施

回数が減少 

・音楽のネット配信等により、手軽に音楽を聴くことが可能と

なり、コンサート会場に足を運んで生演奏を聴く機会が減少 

 

〇競合他社 

・東京に９団体のオーケストラが集中している中、東京を代表

するオーケストラとして他との違いをＰＲすることが必要 

・定期演奏会が２３区に集中しているため、顧客が選べる公演

が多く、競合性が高い 

 

内
部
環
境 

〇実績・ノウハウ 

・都の監理団体、公益財団法人としての社会的信用 

・都の施策との連携による都民・都政への貢献 

 

〇資源 

・優秀な楽員・指揮者陣により質の高い演奏水準を

誇る音楽を提供しているため、国内外アーティスト

等との幅広いネットワークが築けており、そのアー

ティストとの共演を通じて、更に良質な音楽を広く

都民に提供することができる 

 

〇人的資源 

・音楽の質を維持・向上させていくためには、優秀な楽員や指

揮者の獲得が課題 

・楽団員の雇用面での課題 

・演奏会の企画や現場のステージ運営、広報営業などを担う事

務局職員の定着率の向上 

・ベテラン職員の退職に伴う知識の継承と人材育成 

・楽団運営の専門家の育成が課題 

・業務量・超勤増による職員の負担増 

 

〇財務的資源 

・都の補助金や国からの助成金等財政的支援なしではオーケス

トラの運営は困難 

 

 
強み 弱み 

 

２．団体経営に関する現状分析・評価 

 



 

 

 

  

 

 

① 音楽芸術の更なる普及 

当楽団は創立以来 50 年超に渡って多くの人に質の高い音楽をお届けしてきた。しかし、少子高齢化により、次世代

を担う若年層が減少傾向にあるなかで、若年層の獲得に向けた事業展開が必要となっている。そのため、都響音楽活

動の中核をなす自主公演を着実に実施するとともに、東京 2020 大会に向けた東京文化プログラム事業を行うなど、都

の文化事業と連携した新たな取組を進め事業拡大することで、新たなクラシックファン層を獲得するとともに音楽芸

術の更なる普及向上を図ることが必要である。 

 

 

② 多様なニーズに応じたサービスの提供 

東京に訪れる外国人観光客は年々増加傾向にあり、これらの外国人観光客を見据えて、海外からもチケットを購入

しやすくする等外国人対応を充実することが必要である。さらに、東京を代表するオーケストラとして更なる飛躍を

実現するため、都民ニーズを適切に把握し、それを踏まえたサービス向上等に取り組む必要がある。また、さらに、

被災地支援事業や多摩・島しょ地域での出張演奏、楽器指導を通じて、都施策との連動を図りつつ、地域社会に貢献

する活動を積極的に推進するとともに、それらの取組をＰＲしていくことが必要である。 

 

 

③ 東京を代表するオーケストラとしてのＰＲ 

東京には 9 団体のオーケストラが集中している。その中で、公的補助を受ける団体としての都響の独自の取組み（音

楽鑑賞教室、被災地支援事業等）を発展させていく必要がある。また、都響の世界的な認知度や一般都民の認知度は

必ずしも高い状況とは言えない。さらに、都響が取り組んでいる事業が広く都民に浸透しているとは言えない状況に

ある。世界中から注目される東京 2020 大会をチャンスとしてとらえ、世界的なオーケストラと伍する存在になること

を目指し、東京を代表するオーケストラとしての都響の更なる認知度向上を図るため、積極的な情報発信・情報公開

に努めることが必要である。 

 

 

④ 自主財源の更なる確保 

都響の経常収益は近年 17 億円前後で推移しているが、都響の自主財源の一部であるチケット収入やスポンサーから

の協賛金、寄付金などは、景気や経済情勢の影響を受けやすい。このような状況の中で、新たな事業に果敢に取り組

んでいくためには、安定的な自主財源の確保は必須である。そのため、財政基盤の更なる強化を図る必要がある。 

 

 

⑤ 人材の確保・育成 

当楽団の最大の資源は人材である。楽団ではこれまでも高い音楽の質の維持向上のため計画的かつ定期的なオーデ

ィションを実施し、優秀な楽員の確保に努めてきた。しかし、都響の演奏水準の向上により、楽員に求められる技術

レベルも高くなり、オーディションを実施して 100 人の応募があっても、採用できる人材が皆無という事もままある。

平成 29 年度に策定した「東京都交響楽団中期経営計画」に掲げる各事業や「東京文化プログラム」の事業展開を、よ

り一層戦略的かつ効果的に推進していくためには、引き続き、計画的なオーディションの実施等、優秀な楽員の確保

による演奏水準の維持向上とともに、事務局組織体制の質的・量的な強化を図る必要がある。 

 

３．自己分析を踏まえた経営課題 

 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．経営課題解決のための戦略 

① 新たなクラシックファン層の獲得と音楽芸術の更なる普及向上 

①  

 都響は現在、演奏事業として、年間に自主・共催公演を約 40回、他団体からの依頼公演を約 30回、小中学生に

オーケストラの生の迫力と響きを届ける音楽鑑賞教室を約 50回、小規模コンサートを約 90回実施している。 

 前回オリンピックの生きたレガシーである都響が、東京 2020 大会を契機として更なる飛躍を果たし、世界的な

オーケストラに伍する存在となるためには、音楽事業を着実に実施するとともに、更なる事業展開を図っていかな

ければならない。 

 このため、引き続き音楽芸術の普及向上を目的とする都響にとって「音楽活動の核」となる自主公演の入場者率

を確保し音楽芸術の普及向上を引き続き図っていく。さらに今後は、東京 2020 大会後のレガシー創出を目指して、

これまで演奏会等において質の高い音楽の提供に大きく貢献してきた都響の楽員等の人材や演奏ノウハウを最大

限活用し、誰もが音楽の楽しさを体感・表現・発信できる音楽祭を 2018 年度から実施するなど、今までにない事

業を展開することにより、クラシックファン層の裾野を広げていく。 

 都響は、1965 年に東京都によって設立されて以来、都民のオーケストラとして幅広い演奏活動を展開するとと

もに、様々な事業の広報活動や各種顧客サービスの充実などに取り組み、日本のオーケストラとしては、トップレ

ベルの実力と人気を得るようになった。また「顔の見えるオーケストラ」として、多摩・島しょや病院等、演奏会

場になかなか足を運べない方々へ直接演奏を届けるなど、社会貢献に資する演奏活動に取り組み、都施策との連携

を図ってきた。 

 東京を代表するオーケストラとしてより一層飛躍するため、顧客ニーズの把握とそれを踏まえた各種サービスの

充実に取り組むとともに、障害者対応研修などのお客様サービスに係る研修や、外国人対応の充実を図る。また、

社会貢献活動を着実に実施するとともに、これらの活動をＰＲしていくことで、より多くの都民が演奏を楽しむこ

とができる機会を提供する。 

 日本オーケストラ連盟に加盟しているオーケストラは、都響を含めて都内に９団体存在し、演奏事業活動で競合

している。また、都響の世界的な認知度や一般都民の認知度は必ずしも高いレベルに達しているとは言えない。 

世界から注目される東京 2020 大会をチャンスとしてとらえ、東京を代表するオーケストラとして取り組んでい

る事業などを紹介するとともに、認知度を向上させるため、動画配信の推進やホームページ改修などを行い、ＰＲ

を強化していく。 

 都響は東京都からの補助金を約 10億円受け取っており、経常収益 17～18億円のうち、東京都補助金以外の自主

財源の割合は４割程度となっている。また主な自主財源は、チケット収入・出演料収入のほか、協賛金や寄付金と

なっており、景気や経済情勢の影響を受けやすい。 

今後見込まれる新規事業の着実かつ効果的な実施に向けて、自主公演の入場料収入の確保はもとより、協賛金・

寄付金の更なる獲得や出演料確保に向けた取組を実施することで、財政基盤の更なる強化を図る。 

② 東京を代表するオーケストラとしてのサービス向上 

③ 発信力の強化による認知度の向上 

④ 財政基盤の更なる強化 

東京 2020 大会を契機として都響が更なる飛躍を果たし、都政に貢献するため、「東京文化プログラム」の事業展

開や「東京都交響楽団中期経営計画」に基づく取組に積極的かつ戦略的に対応することが必要となっている。 

このため、演奏水準を維持向上させていくために、計画的にオーディションを実施し、優秀な楽員を確保する。

また、都響事務局においては、演奏会の企画や現場のステージ運営、広報営業などを担う事務局職員の定着率を向

上させるとともに、楽団運営の専門家を育成し、知識の継承や専門性の強化を図る。 

⑤ 演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

誰もが音楽の

楽しさを体

感・表現・発信

できる音楽祭

（サラダ音楽

祭）事業の実施 

・プレイベント 

 （1 日間） 

  

・メインコンサ

ート 

・０歳児から入

場可能なコ

ンサート 

・参加型イベン

ト 

・9 月 17 日に音楽

祭を開催 

 

・メインコンサー

ト １回 

・０歳児から入場

可能なコンサー

ト １回 

・ワークショッ

プ：7回 

・ミニコンサー

ト：13 回 

・拡大実施 

 

 

・子供向けコンサ

ート、ワークシ

ョップなどを拡

充 

・ゲーム音楽など 

多彩なコンサー 

トの実施により 

若者へのアプロ 

ーチを強化 

・劇場外のコンサ 

ートなど、地域 

や場所を拡大し 

て実施 

・拡大実施 

 

 

・プログラムなど

を更に拡充して実

施 

サラダ音楽祭の内容面の拡

充に関して追記。 

子供向け音楽

事業の拡充・再

構築 

事務局横断的

なＰＴにおけ

る既存事業の

見直し、子供向

け音楽事業の

体系化の検

討・構築 

ＰＴでの検討を踏

まえ、サラダ音楽

祭において、新た

な子供向け音楽事

業を実施 

・サラダ音楽祭で

の子供向け音楽事

業を拡大 

 

・各種関係機関と

の調整 

・サラダ音楽祭で

の子供向け音楽事

業を拡大 

 

・新たな子供向け

音楽事業の実施 

新たな取組としてサラダ音

楽祭で実施した、０歳児から

入場可能なコンサートや、親

子で楽しめるワークショッ

プについて、2019 年度以降の

拡大実施を目標に追加。 

ヤングシート

(青少年招待

席)事業の新規

応募者率の向

上 

 

・新たな事業Ｐ

Ｒ手法の検討、

実施 

 

・新規応募者率 

45％ 

 

・新たな事業 PR 手

法の実施 

 

 

・新規応募者率 

49％ 

 

・新たな事業ＰＲ

手法の検討、実施 

 

 

・新規応募者率 

50％ 

 

・効果検証 

 

 

 

・新規応募者率 

60％ 

 

自主公演の年

間入場者率の

確保 

 

 

８６．０％ 

 

 

７９．２％ 

 

 

８６．０％ 

 

 

８６．０％ 

 

 

【３年後の到達目標】 

 
○ 都響に求められている、あらゆる人々に良質な音楽に触れる機会を提供し、芸術文化都市東京の実現に寄与するという役割を

踏まえて、音楽芸術の更なる普及を図る。 

○ 東京 2020 大会を絶好の機会ととらえ、大会後のレガシー創出を目指して、楽員等の人材や演奏ノウハウを最大限活用し、誰

もが音楽の楽しさを体感・表現・発信できる音楽祭（※）を拡大実施（2018 年度開始事業）。 

  （※）「歌い、聴き、踊る」ことができる音楽祭として「Sing and Listen and Dance」の頭文字をとり、名称を 

「TOKYO MET SaLaD MUSIC FESTIVAL[通称:サラダ音楽祭]」とした。 

○ また、新たな子供向け音楽事業を実施するとともに、ヤングシート（青少年招待席）の新規応募者率を現状の４割から６割に

引き上げることにより、若年層を中心として新たなクラシックファン・都響ファンを増やす。 

○ これらを通じ、新たな都響ファンを、都響音楽事業の核である自主公演の来場者につなげ、これまでになく高い自主公演の入

場者率（８６％）を達成する。 

５．2020 年までの 3 年間の取組事項 

① 新たなクラシックファン層の獲得と音楽芸術の更なる普及向上 

事前購入者の一割相当が何らかの理

由により来場しない状況において、

「86％」の目標値は、これまで一度

も達成できていない高い目標値。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

来場者アンケ

ートの実施と

サービスの向

上 

・実施、改善、

検証 

 

・顧客満足度

90％ 

顧客満足度 86.5％ 

（24 公演平均） 

来場者アンケート

に記載された苦情

要望等に係る改善

策の検討、実施 

実施結果の検証と

更なる改善に加え

て、新たな苦情要

望等にも対応 

アンケートへの回答結果を

踏まえてサービスの質の向

上につなげていくように目

標を見直し。 

お客様サービ

スに係る研修 

・接遇研修 

 

・救命救急研修 

接遇研修 

4 名参加（4 月） 

 

・接遇研修 

・障害者対応研修 

・クレーム対応 

研修 

・救命救急研修 

などを適宜実施 

  

外国人対応の

充実 

・ＷＥＢチケッ

ト購入サービ

ス（英語版）導

入に向けた準

備 

 

・都響ＷＥＢサ

イトの多言語

対応検討 

・開発事業者と調

整を実施中 

 

 

 

 

・多言語対応範囲

等の検討を実施 

・WEB チケット購入

サービス（英語版）

の導入 

 

 

 

・都響 WEB サイト

の多言語対応の実

施 

 

 

社会貢献に資

する出張演奏

会の推進 

・65 回 

 

・社会貢献事業

のＰＲ強化 

・48 回 

 

・社会貢献事業の

ＰＲ強化 

・65 回 

 

・ＰＲの実施 

・65 回 

 

・ＰＲの効果検証 

 

 

【３年後の到達目標】 

 
○ 来場者アンケートにより問題点を把握し、ＰＤＣＡサイクルにより継続的に改善を行うことでサービスの向上を図る。 

○ 東京を代表するオーケストラとして、ＷＥＢの多言語対応に積極的に取り組むことにより、外国人へのサービスを向上させる。 

○ あらゆる人々に良質な音楽に触れる機会を提供し、芸術文化都市東京の実現に寄与するという役割を踏まえ、多摩・島しょや

病院等、演奏会場に来場できない方々に直接音楽を届ける「出張演奏会」を６５回実施する。 

  また、都響の特徴であるこれらの活動のＰＲを強化することで、都民のオーケストラとしての認知度向上を図るとともに、新

たな出張演奏会の依頼につなげ、より幅広い都民に対して音楽を届けていく。 

② 東京を代表するオーケストラとしてのサービス向上 

楽団は主催公演・依頼公演等のオー

ケストラ公演で年間約 360 日稼働し

ている。こうしたなか、楽団のスケ

ジュールを調整して質の高い演奏会

を行うには 65 回が最大限努力した

数値である。 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

都響ＨＰへの

年間アクセス

件数の向上 

(ページビュ

ー) 

・都響ＨＰリニ

ューアルの実

施 

 

2,000,000 回 

・都響ホームペー

ジのリニューアル

を実施中 

 

1,424,909 回 

 

 

 

 

2,025,000 回 

 

 

 

 

2,055,000 回 

 

効果的なＰＲ

の実施 

現行の広報に

係る課題抽出

と解決策の検

討・実施 

顧客情報の分析及

び分析結果に基づ

く手法の検討・実

施 

・公演チラシの配

布方法の改善 

 

・曲目や開始時間

等、公演内容及び

特性に応じた広報

の強化 

 

・上記取組等に関

する検証 

・多様な広報手段

の効果的な活用 

 

・上記取組に関す

る検証 

年度ごとの目標について、取

組内容をより具体的に記載。 

コンサート映

像等配信の推

進 

・新たな配信サ

ービスに係る

費用対効果の

検討 

 

・実施に向けた

調整 

・新たな配信サー

ビスに関する情報

の収集及び検討 

 

・導入に向けた課

題整理 

・著作権、著作隣

接権等の整理及び

対応方法の検討 

 

・動画等の特設サ

イトの設置 

 

・動画サイトに関

する情報収集、課

題整理 

 

・試行実施 

・本格実施 
年度ごとの目標について、取

組内容をより具体的に記載。 

 

【３年後の到達目標】 

 
○ 都響ＨＰをリニューアルし、コンテンツの充実や利便性向上を図ることにより、2020 年のＨＰのアクセス件数を 2012 年度（前

回ＨＰの改修後）比で約３割増加（2,055 千回）させる。 

○ 都民のオーケストラとしての活動（社会貢献活動や教育活動）に特化したＰＲなど、より効果的に都響の認知度を向上させる

ための手法を検討・実施する。 

○ 動画配信を推進することにより、日本国内のみならず世界中の音楽ファンに都響の音楽を発信する。 

③ 発信力の強化による認知度の向上 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

自主公演の年

間入場料収入

の確保 

273,000 千円 266,678 千円 281,000 千円 289,000 千円 

 

企業協賛金の

更なる獲得 

 

・メセナ活動に

取り組んでい

る企業等の調

査 

 

・企業への新た

なアプローチ

方法の検討 

 

・継続企業への

働きかけ 

 

・協賛候補企業の

調査 

 

 

 

・新規アプローチ

方法の検討・実施 

 

 

・継続企業への働

きかけ実施 

 

・協賛企業 84 社 

 

・協賛企業 

 90 社 

・協賛企業 

 95 社 

 

個人寄付金の

更なる獲得 

 

・課題の抽出と

改善策の検討、

実施 

 

・個人サポータ

ー数 250 人 

 

・課題の抽出と改

善策の検討、実施 

 

 

・個人サポーター

数 230 人 

 

 

・課題の抽出と改

善策の検討、実施 

 

 

・個人サポーター

数 258 人 

 

・課題の抽出と改

善策の検討、実施 

 

 

・個人サポーター

数 266 人 

 

助成金の安定

的な確保 

 

・助成団体の調

査 

 

・計画的な申請 

 

・助成団体の調査

と計画的な申請を

実施（助成金 9,180

千円を申請） 

 

・助成団体の調査 

 

・計画的な申請 

 

・助成団体の調査 

 

・計画的な申請 

 

 

【３年後の到達目標】 

 
○ 自主公演の入場者数向上や適正なチケット価格の設定に取り組むことで、都響の事業収益の基礎となる自主公演の入場料収入

について、２０１６年度（256,444 千円）比で約１割強の増加を目指す（289,000 千円）。 

○ 現在支援を受けている企業・個人に対して、継続支援の働きかけを行うとともに、更なる新規の獲得に努め、２０２０年度の

協賛企業９５社、個人サポーター数２６６名を目指す。 

○ 民間からの助成金について、助成の趣旨を踏まえた計画的な申請を継続して実施し、安定的な確保に努める。 

④ 財政基盤の更なる強化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2018 年度 

2019 年度 2020 年度 改訂の考え方 
計画 実績値(11 月末時点) 

計画的な楽員

の採用 

 

・オーディショ

ンの計画的な

実施 

 

・優秀な楽員の

獲得に向けた

取組の検討、試

行 

 

・オーディション

を２回実施 

 

 

・優秀な楽員の獲

得に向けた取組を

試行実施 

 

・オーディション

の計画的な実施 

 

 

・海外在住の演奏

家等も受けやすい

オーディション実

施方法の工夫な

ど、優秀な楽員の

獲得に向けた取組

の検証 

 

 

・オーディション

の計画的な実施 

 

 

・検証結果に基づ

く優秀な楽員の獲

得に向けた取組の

改善 

 

計画的な楽員の採用に向け

た取組について、具体的に記

載。 

「東京都交響

楽団事務局職

員採用・育成方

針」の策定 

 

・「採用・育成

方針」の策定 

 

 

 

 

・職員自身が業

務目標を管理

する制度を導

入 

 

 

 

 

 

 

 

・職員自身が業務

目標を管理する制

度を試行導入 

 

 

 

・優秀な職員の獲

得に向けた採用方

法の検討と欠員状

況に応じた採用の

実施 

 

・目標管理制度導

入結果の検証、改

善 

 

・欠員状況に応じ

た計画的な採用の

実施 

 

 

 

・改善結果を踏ま

えた制度運用によ

るきめ細かな人材

育成の実施 

優秀な職員の獲得に向けた

取組について、具体的に記

載。 

研修派遣の実

施 

 

・長期派遣研修

の実施（１名） 

 

・事務局内への

研修効果の波

及方法検討 

 

・長期派遣研修の

実施（１名） 

 

 

 

・長期派遣研修 

の実施（１名） 

 

・事務局内への研

修効果の波及 

 

・長期派遣研修 

の実施（１名） 

 

・研修効果の検証  

 

【３年後の到達目標】 

 
○ 計画的に優秀な楽員を確保することにより、演奏水準を維持向上させる。 

○ 計画的な事務局職員の採用・育成により、事業を戦略的に実施できるよう事務局機能を強化する。 

⑤ 演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化 
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